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(1) 地域包括ケア「見える化」システムについて
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地域包括ケア「見える化」システムは、都道府県・市町村における介護保険事業（支援）
計画等の策定・実行を総合的に支援するための情報システムです。 介護保険に関連す
る情報をはじめ、地域包括ケアシステムの構築に関する様々な情報が本システムに一元
化され、かつグラフ等を用いた見やすい形で提供されます。本システム利用の主な目的
は、以下のとおりです。

 都道府県・市町村内の関係者全員が一元化された情報を閲覧可能となることで、関係者間の課
題意識や互いの検討状況を共有することができ、自治体間・関係部署間の連携が容易になる。

 同様の課題を抱える自治体の取組事例等を参照することで、各自治体が自らに適した施策を検
討しやすくする。

出典：厚生労働省 地域包括ケア「見える化」システム



(2) 地域分析の方法について
（地域包括ケア「見える化」システムの活用）

※1 地域包括ケア「見える化」システム
介護保険事業計画等の策定実行を総合的に支援するための情報システム。
介護保険情報をはじめ、地域包括ケアシステムの構築に関する情報が本シス
テムに一元化され、グラフ等を用いた見やすい形で提供。
※2 地域医療構想
都道府県は医療法第30条の4第2項第7号の規定に基づき、地域におけ
る将来のあるべき医療提供体制の構築に向けて医療機能の分化と連携を適
切に推進するため、医療計画の一部として「地域医療構想」を策定。
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 介護保険制度は、全国一律の基準による要介護認定など市町村間の差を抑制し、
適正化を図る仕組みがある一方で、高齢化の状況や地理的条件、家族構成等の地
域差を必然的に生じさせる要素が含まれています。

 地域の実情を踏まえ、目指す方向性に沿った状況となっているか検証するため、定
期的に地域分析を実施することが必要であり、地域分析の方法については、厚生
労働省が提供する地域包括ケア「見える化」システム※1を用いて分析を行いました。

 地域分析を実施するためには地域間の比較を見る必要があるため、全国平均値や
県平均値及び地域医療構想※2における本市と同一圏域に属する市町村(保険者）
との比較を行い、特徴の把握や要因分析を実施しました。



出典：第8次宮城県地域医療計画（令和6年4月改定版）

(3) 宮城県における地域医療構想について

※構想区域
将来の必要な病床の整備を図るとともに、地域における
病床の機能分化及び連携を推進するための地域的単位。
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 医療法施行規則第30条の２８の２の規定により、
「二次医療圏」を基本として、人口構造の変化の
見通しその他の医療の需要の動向並びに医療従
事者及び医療提供施設の配置状況の見通しなど
を考慮することとしています。

 県では、上記の要素も踏まえて二次医療圏を設
定していることから、「二次医療圏」＝「構想区
域」として下記の「4区域」を設定しています。

●構想区域※の設定



(4) 65歳以上人口の高齢化率について
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（時点）全国は令和6年(2024年)10月 その他は令和7年(2025年)3月
（出典）総務省統計局「統計からみた我が国の高齢者」および宮城県高齢者人口調査

(%)

高齢化率は23.0％と県内市町村で比較して最も低い
水準である。（東北地方においても同様の水準）
65歳以上の人口数で見ると、12，０４７人と年々増加
傾向で推移している。

県平均値
29.7％



(5) 前期・後期別第1号被保険者数について
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(人)
前期高齢者の保険者数の割合が49.8％であり、
全国（42.0％）、宮城県（45.3％）と比較して高い。
被保険者数は管内市域で見ると最も低い。

（時点）令和7年(2025年)4月
（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報

全国 宮城県 仙台市

後期高齢者　75歳以上 20,798,094 359,850 148,405

前期高齢者　65～74歳 15,053,480 298,188 120,432

合計 35,851,574 658,038 268,837



(6) 地域包括支援センターの設置状況について
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（時点）令和5年(2023年)（出典）厚生労働省「地域包括支援センター運営状況調査」

富谷市 塩竈市 名取市 多賀城市 岩沼市 亘理町 山元町 利府町 七ヶ浜町 松島町 大和町 大郷町 大衡村

通常型（直営）  1    1   1 1    

通常型（委託） 3 4 4 3 4  1 2   1 1 1

機能強化型（直営）（圏域なしを含む） 1             

機能強化型（委託）（圏域なしを含む）               

（個所)

65歳以上人口 R7.8月末
富谷中央・あけの平圏域 4,509
富ケ丘・日吉台圏域 3,605
東向陽台・成田圏域 4,038

小計 12,152

地域包括支援センターの設置数については、国の基準により
第1号被保険者数が3,000人～6,000人ごとに圏域を設定して
設置することが望ましいとされている。
権利擁護業務や認知症支援等の機能を強化し、当該分野において
他のセンターを支援する「機能強化型」センターは、宮城県内で
富谷市と気仙沼市が実施。



(7) 認知症カフェの設置状況について
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（時点）令和5年(2023年)
（出典）厚生労働省「認知症総合支援事業等実施状況調べ」

認知症カフェの設置状況については、市内３圏域に１
箇所ずつ設置し、毎月１回（９０分）認知症の本人・家族
が地域の介護経験者や専門職と集い、日々の思いや
悩みを共有したり、地域住民を含む参加者が認知症に
ついて語り合う場を提供している。
現状として、参加者が定員を超えてはいないため、
今後も設置数の維持及び利用周知に努めていく。

（個所)

全国 宮城県 仙台市

設置主体別箇所数 8,558 251 111

※認知症カフェ
認知症の当事者やその家族、知人、医療やケアの専門職、
そして認知症について気になる人などが気軽に集まり、
なごやかな雰囲気のもとで交流を楽しむ場所。



(8) 要介護度別認定率の状況について
①全体数での比較
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（時点）令和7年(2025年)4月
（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報

(%)

※認定率
要支援・要介護認定者数を第1号被
保険者数で除した値。県内35番目は
大河原町(14.2％)

全国・県平均、他市町村と比較し低い水準となっている。
「要介護3」以上の重度認定率は５.０％で、こちらも他所と比較
すると低くなっており、第1号被保険者における前期高齢者の
割合が高いことが、認定率を抑制していると考えられる。

6.7 6.3

5.0

宮城県内 34番目 35保険者
全国 1,492番目 1,574保険者

（令和 7年 4月末時点）
富谷市の認定率の降順
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(8) 要介護度別認定率の状況について
②男女別での比較（①データの内訳）
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(%)

全体的に男性より女性が
およそ2倍の数値。
平均寿命が長いこと、それ
に伴い高齢独居のケース
になりやすいことが起因と
考えられる。

男性

女性

※端数の関係で男女の合算
値が①の数値と一致しない
箇所があります。



(9) 要介護認定率の分布について
調
整
済
み
重
度
認
定
率
（
要
介
護
３
～
要
介
護
５
）
(%
)
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（時点）令和6年【2024年】
（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報

※調整済み認定率
認定率の大小に大きな影響を及ぼす「第1号被保険者
の性・年齢別人口構成」 の影響を除外した認定率。
一般的に後期高齢者の認定率は前期高齢者より高く
なることから、 第1号被保険者の性・年齢別人口構成
が同じになるように調整することで、 地域間・時系列
で比較がしやすくなる。

軽度認定率（要支援1～要介護2）は、全国に比
べ低く、予防事業が効果を示している。その反面、
通所・訪問系サービスの供給が充足しているの
か注視していく必要がある。
重度認定率(要介護3～要介護5)は全国とほぼ
同水準となっている。



(10) 新規要支援・要介護認定者の平均年齢
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新規認定の平均年齢については、全国・県平均、
他市町村と比較してほぼ同水準となっている。
平均年齢が80.5歳であり、後期高齢者の割合が
他市町村と比較して低いため、認定率も低くなっ
ていると考えられる。

(歳)

（時点）令和5年(2023年)
（出典）厚生労働省「介護保険総合データベース」（令和6年8月10日時点データにて集計）



(11) 要介護度別受給率について（在宅サービス）
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全国・県平均、他市町村と比較し、低い数値となっている。
認定者（サービス受給者）の平均年齢が比較的低く、訪問系
サービス（ヘルパー等）の需要が抑えられていることが要因
として考えられる。

(%)

（時点）令和6年(2024年)6月
（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報



(12) 第1号被保険者1人あたり保険給付月額
（要介護度別）

（時点）令和6年(2024年)6月
（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報 13

(円)
※給付月額
給付費総額を受給者数の総
和で除した数

全国・県平均、他市町村と比較し、認定率の状況と同様に、
給付月額も低い数値となっている。



(13) 第1号被保険者1人あたり保険給付月額
（サービス区分別）

在
宅
サ
ー
ビ
ス
給
付
月
額
(円
)

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報

サービス区分別で見てみても、施設および居住
系サービス、在宅サービスともに全国・県平均、
他市町村の給付月額と比較すると、1人あたりの
給付月額は低い実績となっている。
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（時点）令和6年(2024年)6月
（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報



(14) 第1号被保険者1人あたり保険給付月額
（サービス種類別）

15（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報
（時点）令和6年(2024年)6月

サービス種類別ごとの給付月額は、訪問系サービスは全国・県平均と
比較すると全体的に低い水準。通所リハ・訪問リハの医療系サービス
は、全国・県平均から同等か若干上回っている。
短期入所生活介護は、国・県より上回っており、施設サービスが同比較
で下回っていることから、施設入所の前段階であるショートステイの
需要が高まっていることが伺える。

(円)

在宅サービス
（訪問系サービス）

施設サービス

居住系
サービス



(15) まとめ
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 65歳以上人口の高齢化率は、全国、県平均より低く、県内市町村の中で最も低い
水準（東北地方においても同様の水準。）であるが、年々増加傾向で推移しており、
今後も上昇していくものと捉える。

 認定率は、全国、県、他市町村の中で最も低い水準であった。介護予防や健康づく
りの取組を積極的に行っており、これらの取組が認定率を下げている一つの要因
であるものと分析している。

 給付月額が全国平均等よりも低い要因として、必要なサービスが十分に提供され
ていないことが想定されるが、給付に偏りが見られた場合には、自立支援に資す
る適切なケアプランとなるよう点検を行い、更なる適正化を図る必要がある。

 保険給付月額は各自治体によって差があるが、受給者の年齢分布や家族構成、必
要とされるサービス内容等や地域特性も踏まえ、それぞれ違うため、一概に数値
だけでの比較では難しい面もあると考えられる。

 介護給付適正化支援システム等を活用し、要介護認定等の適正化やケアプラン点
検（住宅改修等の点検を含む）等の取組みを引き続き進める。（県内でのシステム
導入自治体は富谷市と塩釜市の2市）。

 今後、本システムのデータに加え、市内の日常生活圏域別（3圏域）の傾向や男女
別の分析も給付実績データに基づき進め、地域分析の深化を図る。


